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資料・録画掲載ページはこちら

 第1回 10月28日開催
・CDPサプライチェーンメンバーシップについて

 第2回 11月27日開催
・スコープ3管理を通じたサプライヤーエンゲージメント

 第3回 12月10日開催予定
・金融の力で推進する、サプライヤー・中小企業エンゲージメント

※本イベントの無断録画・録音・掲載は禁止しております。
※本イベントは録画されており、後日CDPウェブサイトにて、資料とともに公開予定です。（ご参加の皆様
にはウェブサイトへの公開に先駆けて資料をお送りいたします）

https://cdp.net/ja/events/japan-supplier-engagement-webinars-2025


本日のアジェンダ
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1. CDPサプライチェーンメンバーシップの仕組みと
スコープ3算定

2. 事例紹介① 株式会社NTTデータ
スコープ3管理のための真のサプライヤーエンゲージメント
C-Turtleと連携したスコープ3管理

3. 事例紹介② 西日本旅客鉄道株式会社
C-Turtle＋CDPサプライチェーンプログラムの活用戦略
スコープ3データの算定と第三者検証取得事例

4. Q&A

※ウェビナー中にご質問がおありの場合は、Q&Aボックスよりご入力ください。事前にいただいたご質問
と併せて、可能な限り、Q&Aセッションにてお答えいたします。



1. CDPサプライチェーン
 メンバーシップの
仕組みとスコープ3算定
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CDPサプライチェーン・メンバーシップ
複数のステークホルダーとニーズに対する1回の対応

サプライチェーンメンバー

• 主要なサプライヤーを特定して回答を要請

• データを効率的に取得し、報告の負担を軽減

• 開示されたデータを分析し、サプライヤーの環境影

響を測定し、進捗状況を追跡

サプライヤー

• 要請されたサプライヤーは質問書を通じて、定

性情報および定量データを開示

• 提出後フィードバックを受領し、その結果を参

考に次の対応策を強化

データ&知見

情報提供依頼 質問書送付

情報
４５,000以上の
サプライヤー

2７0以上の
メンバー企業
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CDPのサプライチェーンプロ
グラムは、パフォーマンスのト
ラッキング、開示要件の達成
将来を見据えた事業戦略を支
援するデータセットと分析ツー
ルを提供します

スコープ3レポート
排出原単位、5年間のセクター排出量平均、統合対応出力など、
現実世界のサプライヤー排出データをスコープ3インベントリに
統合します。

全回答データセット
すべての環境課題にわたる要請先全サプライヤーの回答を、完全に抽
出。最も詳細な分析を実現します。

強力なデータツール

気候ステージ評価ツール（CSET）
CSETは、サプライヤーを成熟度レベル（初心者、中級者、上級者）で分
類し、エンゲージメント戦略をカスタマイズするのに役立ちます。

環境メトリックス・データセット
サプライチェーン全体の主要環境指標を一目で把握。スコープ1、2、3
排出量、目標値、再生可能エネルギー利用率、リスク管理手法などを網
羅。
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CDPサプライチェーンメンバーシップの強み

コンプライアンスの確保と
将来を見据えた経営

上流段階の影響を設定・
測定・対応

投資収益率を最大化する

サプライヤーエンゲージ
メントの強化

2020年から2024年にかけて開示企業数が140％増加。スコ
ープ3インベントリ作成から科学に基づく目標（SBT）の調達プロ
セス統合まで、データを活用

質の高い環境データへの
アクセス

グローバル企業の83%が、CDPを通じてIFRS S2準拠データ
ポイントの大半を報告

CDP経由で報告する企業の15%が
サプライヤーの実排出量に基づくスコープ3目標を設定

サプライチェーンの気候関連リスクに対応した場合、1060億米ド
ル以上のコスト削減効果が期待される

CDPサプライチェーンを通じて2023年に報告された、バイヤーと
の取り組みによる削減効果は43MtCO2e
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自社のサプライヤー情報の収集にとどまらない



排出量削減に向けた実態に即したスコープ3算定
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「スコープ3削減のためには、一次データを用いた算定が重要」
⇒スコープ3算定における一次データの利用は限定的

CDP2024回答より
日本企業が採用するスコープ3排出量算定方法

• 支出額に基づいた手法 70%
• 平均データ手法 22%
• サプライヤー固有の手法 7%
• ハイブリッド（複合）手法 13%
• その他詳述 8%

サプライヤーまたはバリューチェーン・ パー
トナーから得たデータを用いて 計算された
排出量の割合0%を除くと ⇒6% (58社)

出典： 「排出量の第三者検証」
一般社団法人 日本能率協会 サステナビリティセンター センター長 兼 検証審査部長 鈴木健司
2025環境情報開示シンポジウム CDP2024年回答結果分析報告会

https://cdp.net/ja/events/disclosure-japan-summit-cdp-2025
https://cdp.net/ja/events/disclosure-japan-summit-cdp-2025
https://cdp.net/ja/events/disclosure-japan-summit-cdp-2025
https://cdp.net/ja/events/disclosure-japan-summit-cdp-2025


CDPのグローバルなサプライヤー排出量データベースを活用し、

 自社サプライヤーが報告した排出量の確からしさの確認
（第三者検証の有無、セクター別排出原単位との比較）

 最新のセクター別排出原単位を利用可能

⇒一次データ＋現実的な二次データにより、実態を表すスコープ3算定へ
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排出量削減に向けた実態に即したスコープ3算定

サプライチェーンメンバーシップ・データプロダクツ

「スコープ3レポート」



排出量削減に向けた実態に即したスコープ3算定

事例：マクニカホールディングス株式会社

「マクニカグループでは、Scope3のカテゴリ1（購入した製品・サービス）におけるGHG排出量が、全体の約99%
を占めていました。この排出量はこれまで仕入金額に産業連関表ベースの排出係数を掛けて算出していましたが、
この方法ではサプライヤーの削減努力が反映されず、実態との乖離が大きいと判断しました。そこでFY2024から
は、CDPサプライチェーン・プログラムを活用し、より実態に即した排出量の把握に取り組んでいます。」

出典：マクニカホールディング
ス株式会社
統合報告書 LIMITLESS 2025
https://holdings.macnica.co.jp
/content/dam/holdings/ir/ja/li
brary/LIMITLESS%202025%20
(for%20viewing)_J.pdf

https://holdings.macnica.co.jp/content/dam/holdings/ir/ja/library/LIMITLESS%202025%20(for%20viewing)_J.pdf
https://holdings.macnica.co.jp/content/dam/holdings/ir/ja/library/LIMITLESS%202025%20(for%20viewing)_J.pdf
https://holdings.macnica.co.jp/content/dam/holdings/ir/ja/library/LIMITLESS%202025%20(for%20viewing)_J.pdf
https://holdings.macnica.co.jp/content/dam/holdings/ir/ja/library/LIMITLESS%202025%20(for%20viewing)_J.pdf


サプライヤーはCDPを通じて情報
を開示する（開示する情報が部分
的でも構いません

排出量を計算し
報告する

SBT目標を設定し、
移行計画を策定する

気候関連リスクに対応し、
排出量削減の取り組みを
報告する

顧客と協力して
排出量を削減

フェーズ1:基盤の確立 フェーズ2:能力構築 フェーズ3:パフォーマンスの向上

排出量を削減し、
低炭素経済を促進

SBTとネットゼロ
目標を設定し、
SBTi認証の取得
をコミットする
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アクションを促す開示

サプライヤー開示のロードマップ例
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「脱炭素化の努力を社会全体でもっと共有するために」

一次データを活用したScope３算定と

サプライヤーエンゲージメント

2025年１１月２７日

株式会社NTTデータ

コンサルティング事業本部 サステナビリティサービス＆ストラテジー推進室 統括室長

南田 晋作
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０１
排出量算定の意味と目的
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サステナビリティ関連情報開示

有価証券報告書へのサステナビリティ関連情報記載義務化等、開示義務の広がりは着実に進んでいます
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SSBJによるサステナビリティ開示基準の最終化

2025年3月5日にSSBJ（サステナビリティ基準委員会）により気候変動関連開示基準が最終化されました
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なぜ、GHG排出量を算定するのか？

規制に対応するために算定する、それも重要なことです

規制に対応するために算定する
（とても重要）

エンゲージメントによる
社会全体のネットゼロ達成への貢献

削減につながらない可視化
可視化のための可視化
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なぜ、GHG排出量を算定するのか？

開示規制のために対応することも重要ですが

さらに未来につながることの方が良いと考えます

開示規制に対応するための
GHG排出量の算定

地域・地球の未来のための
GHG排出量の算定
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なぜ、GHG排出量を算定するのか？

どうせやるなら、さらに意味のある算定をやろうではないですか

規制に対応するために算定する
（とても重要）

エンゲージメントによる
社会全体のネットゼロ達成への貢献

削減につながらない可視化
可視化のための可視化
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02
GHGプロトコルスコープ３の本質と

サプライヤーエンゲージメント
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GHGプロトコル ｜ 温室効果ガス排出量の算定と報告の基準

GHG(Green House Gas) → 「温室効果ガス」
GHGプロトコルとは、CO₂を始めとする温室効果ガス排出量の算定と報告の基準で世界共通のものさしです

販売した
製品の加工

販売した
製品の使用

投資フランチャイズ
リース
（下流）

販売した
製品の廃棄

サプライチェーン下流の活動報告する事業者の活動サプライチェーン上流の活動

スコープ3 下流

事業者の活動に関連する他社の排出

スコープ１

直接排出

スコープ２

間接排出

購入した
製品・サービス 資本財

輸送・配送
（上流）

リース
（上流）

燃料・エネ
関連

事業
廃棄物 出張 通勤

スコープ3 上流

事業者の活動に関連する他社の排出

事業運営における
直接のエネルギー利用

事業運営に
必要な輸送による排出

購入した
電気や熱の利用

輸送・配送
（下流）



© 2025 NTT DATA Japan Corporation 10

Scope1 ｜ 燃料燃焼、生産プロセスからの直接排出

Scope1は、自社で保有する燃料源からの排出、

自社の生産プロセス（工場稼働、掘削、工事等）からの排出が対象です

CO2排出量

NF3排出量

SF6排出量

PFC排出量

HFC排出量

N2O排出量

CH4排出量

ガソリン
CO₂排出量

石炭
CO₂排出量

軽油
CO₂排出量

LNG
CO₂排出量

都市ガス
CO₂排出量

同
様
に
燃
料
ご
と
に

排
出
量
を
算
出
し
、
足
し
上
げ

燃料使用量
kg,L,Nm3

燃料ごとの単位発熱量
kg/MJ,L/MJ,Nm3/MJ

燃料ごとの排出原単位
kg-CO₂

温室効果ガスの種類ごとにその元燃料ごとのガス排出量を算出し、足し上げて算定

自社活動においての燃料の種類を把握した上で使用量を正確に取得する必要があります

・・・・
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電気のCO₂

Scope2 ｜ 電気、熱・蒸気使用に伴う間接排出

Scope2は、自社で使用しているエネルギーを作る為に

社外で排出される温室効果ガスが対象となります

電気のCO₂排出量 熱のCO₂排出量
電気・熱の供給量に
紐づくCO₂排出量

熱のCO₂

電気使用量
kWh

排出原単位

A電力使用量 原単位

B電力使用量 原単位

C電力使用量 原単位

供給元ごとに算出、測定を行う

熱使用量
GJ

排出原単位

産業用蒸気量 原単位

産業用以外の蒸気 原単位

温水、冷水 原単位

熱の種類ごとに算出、測定を行う
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GHGプロトコル ｜ 温室効果ガス排出量の算定と報告の基準

スコープ1とスコープ2は自社由来の排出量です

ある程度正確に算定することができますし、省エネルギーや再生可能エネルギーの利用で減らすことができます

販売した
製品の加工

販売した
製品の使用

投資フランチャイズ
リース
（下流）

販売した
製品の廃棄

サプライチェーン下流の活動報告する事業者の活動サプライチェーン上流の活動

スコープ3 下流

事業者の活動に関連する他社の排出

スコープ1

直接排出

スコープ2

間接排出

購入した
製品・サービス 資本財

輸送・配送
（上流）

リース
（上流）

燃料・エネ
関連

事業
廃棄物 出張 通勤

スコープ3 上流

事業者の活動に関連する他社の排出

事業運営における
直接のエネルギー利用

事業運営に
必要な輸送による排出

購入した
電気や熱の利用

輸送・配送
（下流）

自社由来の排出量

↓

自らがエネルギー利用量を減らす
再生可能エネルギーを活用する

ことで減らすことが可能
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GHGプロトコル ｜ 温室効果ガス排出量の算定と報告の基準

Scope3は「他の会社の排出量」です

そもそも、なぜこれを算定する必要があるのでしょうか？

販売した
製品の加工

販売した
製品の使用

投資フランチャイズ
リース
（下流）

販売した
製品の廃棄

サプライチェーン下流の活動報告する事業者の活動サプライチェーン上流の活動

Scope3 下流

事業者の活動に関連する他社の排出

Scope1

直接排出

Scope2

間接排出

購入した
製品・サービス 資本財

輸送・配送
（上流）

リース
（上流）

燃料・エネ
関連

事業
廃棄物 出張 通勤

Scope3 上流

事業者の活動に関連する他社の排出

事業運営における
直接のエネルギー利用

事業運営に
必要な輸送による排出

購入した
電気や熱の利用

輸送・配送
（下流）

他社由来の排出量

↓

どうやって減らすのか？
なぜ算定する必要があるのか？

他社由来の排出量

↓

どうやって減らすのか？
なぜ算定する必要があるのか？
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日本国温室効果ガスインベントリ報告書

国連気候変動枠組条約（UNFCCC）に基づき毎年の提出義務がある自国の温室効果ガス排出量を

国立環境研究所地球環境センター温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）が作成しています。

「国インベントリ」と呼ばれる総量は、2023年実績で10億7100万トンで、全世界の約3%を占めます

日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2025年
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日本国内の排出量から考える業種間の繋がり

2023年の日本全体排出量の10億7100万トンは、サプライチェーンで配分すると以下の関係※１です

サプライチェーンの関係を紐解き、削減アクションを起こすためには何が必要でしょうか

素材産業（上流） 加工・組立（中流） 最終組立・販売・建設・通信等（下流）

サプライチェーン全体を支える物流・交通・卸・小売・廃棄物等

2億800万トン

転換部門 8000万トン

農林水産（メタン等） 5300万トン

宿泊飲食、教育・医療、その他

9500万トン

最終消費者

2億800万トン
（家庭&自家用車）

※１ 国立環境研究所「日本国温室効果ガスインベントリ報告書2025年」からNTTデータ計算

1億1000万トン2億8000万トン

• 鉄鋼、化学、製紙、セメントの素
材産業で大企業も多い

• 排出量が多く、削減努力を可視
化し、他の企業に公開する仕組
みを確立する事が必要

• 加工/中間組立の企業。多くの企
業が存在し、大企業もあるが、中
小企業も多く、可視化と削減の
手段はまだ考えられていない

• 自動車等の最終製品組立、建設、通信業には大企業
も多い

• 調達量が多く、自社の排出量よりサプライチェーン
上の自社より上流の活動における排出の削減が必
要である企業群

赤字の排出量を合計すると7億4600万トン

ラストワンマイル物流企業は大企業も多く可視化も進みつつあるが、サプライチェーンを繋いでいるBtoB物流（企業間物流）のプレ
イヤーは圧倒的に中小企業が多く、可視化と削減の手段はまだ考えられていない

冷蔵/空調機器フロン 3700万トン
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自社の活動だけでなくサプライチェーン全体での検討が必要に

GHGプロトコルの特徴は、サプライチェーン排出量と呼ばれるScope3にあります

自社の事業活動に関わる他社の排出量ですが、サプライチェーン全体で脱炭素を考えるよう

各社活動をつなげるために考え出された算定方式です

資源

原材料 サプライヤ 会社活動 お客様 ユーザー

使う・作る 使う・作る 使う・作る 使う

Scope1
直接消費

Scope2
間接消費

Scope3 
他社排出

Scope1
直接消費

Scope2 
間接消費

Scope3 
他社排出

サプライチェーン全体で脱炭素を考える

Scope1
直接消費

Scope2
間接消費
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GHGプロトコル Scope3 ｜ 自社以外で排出される温室効果ガス

Scope3のカテゴリ 概要

1 購入した製品・サービス 購入した製品、サービスの原材料、部品、容器、包装などが製造されるまでの活動に伴う排出

2 資本財 自社の資本財の建設、製造に伴う排出

3 Scope1,2に含まれない燃料及びエネルギー活動 調達している燃料・電力の上流工程における排出

4 輸送、配送（上流） サプライヤから自社への物流に伴う排出

5 事業から出る廃棄物 自社で発生した廃棄物の輸送・処理に伴う排出

6 出張 従業員の出張に伴う排出

7 雇用者の通勤 従業員が通勤する際の移動に伴う排出

8 リース資産（上流） 自社が賃借しているリース資産の操業に伴う排出

9 輸送、配送（下流） 自社が販売した製品の最終消費者までの物流に伴う排出

10 販売した製品の加工 事業者による中間製品の加工に伴う排出

11 販売した製品の使用 使用者（消費者・事業者）による製品の使用に伴う排出

12 販売した製品の廃棄 使用者（消費者・事業者）による製品の廃棄物の処置に伴う排出

13 リース資産（下流） 自社が賃貸事業者として所有し、他社に賃貸しているリース資産の運用に伴う排出

14 フランチャイズ フランチャイズ加盟店における排出

15 投資 投資先プロジェクトに伴う排出

活動量 排出原単位 カテゴリごとに使うデータは異なるが
全て同様の考え方で計算する



© 2025 NTT DATA Japan Corporation 18

Scope3 カテゴリ1 ｜ 購入した製品・サービスに伴う排出

Scope3カテゴリ1は、自社の事業で使用する原材料・部品・資材等が

製造される際に排出される温室効果ガスが対象となります

活動量 排出原単位

調達量 排出原単位

調達金額 排出原単位

活動量を物量と置く場合

活動量を金額と置く場合

排出原単位は細かい単位で定義されており、購買実績から調達

を分類して各原単位に合わせて振り分けをする必要があります

産業連関表ベースの排出原単位（GLIO:2005年度）

No.
列

コード
部門名

物量ベースの
排出原単位

t-CO2eq/〇

金額ベースの排出原単位
t-CO2eq/百万円

生産者価格 購入者価格

222 322101 電子応用装置 0.414台 3.01 2.71

223 323101 電気計測器 - 2.74 2.53

224 324101 電球類 1.111千個 3.22 2.67

225 324102 電気照明器具 11.28千個 3.71 3.14

226 324103 電池 0.868千個 5.82 4.15

227 324109 その他の電気機械器具 - 5.56 5.03

228 325101 民生用エアコンディショナ 0.307台 4.12 3.43

229 325102 民生用電気機器（除エアコン） 0.1328台 3.85 3.15

230 331101 ビデオ機器 0.1231台 3.83 3.02

231 331102 電気音響機器 - 3.50 3.20

232 331103 ラジオ・テレビ受信機 0.499台 3.53 3.45

233 332101 有線電気通信機器 0.159台 3.29 2.81

234 332102 携帯電話機 0.1699台 3.32 2.50

235 332103 無線電気通信機器（除携帯電話機） - 3.42 3.12

236 332109 その他の電気通信機器 - 2.97 2.74

237 333101 パーソナルコンピュータ 0.452台 3.50 3.37
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日本国温室効果ガスインベントリ報告書

国連気候変動枠組条約（UNFCCC）に基づき毎年の提出が義務付けられている自国の温室効果ガス排出量の

詳細報告書を、国立環境研究所地球環境センター温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）が作成しています。

「国インベントリ」と呼ばれるこの総量は、2023年実績で10億7100万トンですが、この数字が基本となります

日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2025年
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産業連関表ベースの排出原単位

生産者価格ベース 購入者価格ベース

（内生部門計：輸送除く）

GHG排出原単位(I-A)-1 GHG排出原単位(I-A)-1

t-CO2eq/百万円 t-CO2eq/百万円

213 311101 複写機 1.52 台 3.82 3.31 0.3664 台

214 311109 その他の事務用機械　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 - 3.20 2.72 -

215 311201 サービス用機器　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.220 台 3.87 3.46 0.2973 台

216 321101 回転電気機械　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0.0915 台 5.37 4.61 0.01611 台

217 321102 変圧器・変成器　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0.394 台 5.26 4.72 0.07219 台

218 321103 開閉制御装置及び配電盤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　- 4.46 4.08 -

219 321104 配線器具　 0.391 千個 3.77 3.39 0.09838 千個

220 321105 内燃機関電装品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0.0373 台 3.88 3.42 0.008966 台

221 321109 その他の産業用電気機器　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2.78 台 4.01 3.61 0.6590 台

222 322101 電子応用装置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0.414 台 3.01 2.71 0.1259 台

223 323101 電気計測器 - 2.74 2.53 -

224 324101 電球類 1.111 千個 3.22 2.67 0.1934 千個

225 324102 電気照明器具　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11.28 千個 3.71 3.14 2.668 千個

226 324103 電池　 0.868 千個 5.82 4.15 0.1153 千個

227 324109 その他の電気機械器具　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 - 5.56 5.03 -

228 325101 民生用エアコンディショナ　　　　　　　　　　　　　　　　　　0.307 台 4.12 3.43 0.06685 台

229 325102 民生用電気機器（除エアコン）　　　　　　　　　　　　　　　　0.1328 台 3.85 3.15 0.03002 台

230 331101 ビデオ機器 0.1231 台 3.83 3.02 0.02679 台

231 331102 電気音響機器　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 - 3.50 3.20 -

232 331103 ラジオ・テレビ受信機　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0.499 台 3.53 3.45 0.1400 台

233 332101 有線電気通信機器　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0.159 台 3.29 2.81 0.04225 台

234 332102 携帯電話機 0.1699 台 3.32 2.50 0.03448 台

235 332103 無線電気通信機器（除携帯電話機）　　　　　　　　　　　　　　- 3.42 3.12 -

236 332109 その他の電気通信機器　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 - 2.97 2.74 -

237 333101 パーソナルコンピュータ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0.452 台 3.50 3.37 0.1262 台

238 333102 電子計算機本体（除パソコン）　　　　　　　　　　　　　　　　6.75 台 2.93 2.78 2.209 台

239 333103 電子計算機付属装置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0.251 台 3.23 3.09 0.07546 台

240 341101 半導体素子 0.122 千個 8.69 7.88 0.01377 千個

241 341102 集積回路　 0.354 千個 4.28 3.95 0.08007 千個

242 342101 電子管 0.0385 本 5.93 5.30 0.006286 本

243 342102 液晶素子　 13.4 千個 4.49 4.08 2.861 千個

244 342103 磁気テープ・磁気ディスク　　　　　　　　　　　　　　　　　　 - 5.29 3.99 -

No. 列コード

②金額ベースの排出原単位

t-CO2eq/○○ 百万円/○○

部門名

①物量ベースの
排出原単位

GHG排出原単位(I-A)-1

（品目別生産額表2005より）

（参考）単価

表5. 産業連関表ベースの排出原単位（GLIO：2005年表）

日本国温室効果ガスインベントリ報告書 産業連関表 産業連関表ベースの排出原単位

この国インベントリの総量である１0億7100万トンを配賦しているのが「産業連関表ベースの排出原単位」です

国内の産業同士の取引の関係を示す統計として「産業連関表」があります。これは、国内経済において1年間に

行われた財・サービスの産業間取引を一つの行列に示した統計表で、関係府省庁合同で5年に一度作成します

この産業連関表を活用して、全体の値を配賦し、Scope3の計算に活用する排出原単位を作成しています
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削減できないScope3排出量

二次データの排出原単位を用いた計算は、企業の個別努力が反映されない日本全体の平均値であり、

他社の削減努力が反映できず、活動量を減らさない限り排出量を削減できないという課題があります

事業に利用した
銅の総量

購入した
段ボールの総額

4.49
ton-CO₂/t

6.82
ton-CO₂/百万円

大都市、中都市等の
社員の勤務日数

電気を利用する
事務所ビルの面積

購入した
金属加工機械の台数

（大都市）0.985
kg-CO₂/人日

0.0817
ton-CO₂/m2

46.1
ton-CO₂/台

社員の出張の
国内飛行機料金

事業から発生した
紙くずの総重量

資本に占める
一般産業機械の額

0.00525
kg-CO₂/円

0.1317
ton-CO₂/t

3.44
ton-CO₂/百万円

購入したPCの台数 購入したPCの総額
2tトラックで

運んだ運送トンキロ
0.452

ton-CO₂/台
3.37

ton-CO₂/百万円
0.192×2.322

ton-CO₂/トンキロ

活動量 排出原単位

活動量あたりのCO₂排出量
環境省等が提示する排出原単位データベース
から選択して使用。排出量を実測したり、取引
先から排出量情報の提供を受けてもよい

事業者の活動の規模に関する量
社内の様々なシステムのデータベースに点在す
るデータから取得する。存在しない場合は、文
献データ、業界平均データ、製品の設計値等で
代替
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Scope3カテゴリ1・2の排出量構成 ｜ 業種別平均

どの業種もScope3カテゴリ1・2の排出量が共通して大きい傾向にあり

この排出量をいかに削減するかがネットゼロへのカギとなります

建設業
76%

食料品
93%

化学
44%

医薬品
78%

ガラス・土石製品
23%

非鉄金属
69%

金属製品
22%

電気機器
76%

精密機械
72%

その他製品
84%

陸運業
59%

情報・通信業
68%

小売
76%

銀行業
46%

金融・保険業
14%

不動産業
72%

サービス業
92%

繊維製品
67%

印刷
70%

輸送用機器
85%

※NTTデータ調べ

SBT認定取得企業、RE100加盟企業、カーボンニュートラル宣言企業等122社のサステナビリティレポート等に基づき、産業・業種別に1社あたり平均排出量を算出

その上で取引先への開示が必要な組織レベルのCradle to Gate排出量 (Scope 1, 2, 3 (上流) 排出量) に占めるカテゴリ1, 2排出量の割合を算出
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削減できるScope3に！ 総排出量配分方式による算定方法

総排出配分方式とは、何を買ったかではなく、誰から買ったかで評価する方式です

GHGプロトコルにも準拠するこの方式は、各企業が自社全体の連携排出量を他社に公表した上で、

総排出量と売上金額から導出されるサプライヤ別排出原単位を用いてScope3排出量を算出します

Scope3 カテゴリ1（製品調達）

Scope3 カテゴリ2（資本財調達）

Scope3 カテゴリ3（エネ調達）

Scope3 カテゴリ4（調達輸送）

Scope3上流

Scope1 直接排出

Scope2 間接排出

Scope3 カテゴリ5（製造廃棄）

Scope3 カテゴリ6（出張排出）

Scope3 カテゴリ7（通勤排出）

Scope3 カテゴリ8（リース排出）

Scope1/2 Scope3上流

企業全体の連携排出量（算定企業A社）

削減努力で50万t/年に削減できると
サプライヤ別排出原単位も下がる

A社の売上金額で除算し
サプライヤ別排出原単位を算出

取引先 B社

A社からの製品調達取引額が10億円であれば

A社由来のScope3カテゴリ１を10万トンとする

取引先 C社

A社からの製品調達取引額が2億円であれば

A社由来のScope3カテゴリ１を2万トンとする

A社の排出量が半分になれば、

B社・C社のScope3カテゴリ１の排出量も半分に！

合計
100万t

売上
100億円

サプライヤ別排出原単位

100万t ÷ 100億円

＝1万t/億

合計
50万t

排出原単位
0.5万t/億

サプライヤ別排出原単位とA社との取引額により
A社由来のScope3 カテゴリ1/2を計算する
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総排出量配分方式によるつながりの構築

総排出量配分方式の採用により、サプライヤにおける削減努力を、

自社のScope3排出量の削減効果として取り込むことできます

N年度実績 N+1年度実績

売上高に占める取引額の割合で、排出量を配分 取引を介して、削減努力が波及・リンク

自社

サプライヤ サプライヤ サプライヤ

排出量 排出量 排出量

自社

サプライヤ サプライヤ サプライヤ

排出量 排出量 排出量

他社の削減努力を
自社排出量へ取込み
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総排出量配分方式の考え方

総排出量配分方式とは、「企業の排出量」を「取引」と紐づけてやり取りし

サプライチェーン全体でのつながりを構築する考え方です

排出量を削減すると、削減努力が取引額を通じて下流企業へ取り込まれるため、
自社だけでなく社会全体へ波及し、社会全体としての脱炭素につながります

排出量削減！
取引に紐づく

排出量（削減量）

取引に紐づく
排出量
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サプライヤの選定サプライヤへの削減要請

Scope3排出量削減に向けたアクション例

総排出量配分方式を採用することで、サプライヤへの削減要請や環境負荷が小さいサプライヤーへの調達切替等、

「サプライヤーエンゲージメント」
を機能させることができ、Scope3排出量削減に向けた具体的なアクションの実行が可能となります

サプライヤーへ排出削減を要請し、サプライヤーが実行・実
現した削減努力を排出量へ取込み

排出原単位が小さいサプライヤーへ調達先を切替えること
で、当該排出量を自社Scope 3排出量へ取込み

サプライヤ

サプライヤ

自社

自社

排出量 排出量

サプライヤー
へ削減を要請

実行した削減
効果を取込み

排出量 排出量

自社

サプライヤA

排出量

サプライヤB

排出量

排出量が大きいサプライヤーを
調達先から除外

排出量が小さいサプライヤーへ
調達先を切替
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「総排出量配分方式」対応 GHG排出量可視化プラットフォーム C-Turtle®

GHGプロトコル全Scope対応 IFRS S2準拠

一次データ活用による「削減可能なScope3 」

■GHGプロトコルの全スコープ（1/2/3）に対応しIFRS S2準拠、かつ、「削減可能なScope3」
• Scope1/2、Scope3のすべてのカテゴリーについて対応。排出原単位としてIDEA v3.５のデータも利用可能（オプション）。複雑を極めたエ

クセルによる計算から脱却し属人性を排除。排出原単位も自動で最新化することで排出量計算業務から社員を解放

• 総排出量配分方式に対応。環境省が推奨する排出原単位の一次データ利用により、削減できるScope3算定を実現。サプライヤ別排出原単位
は、最新値をNTTデータが保持し、プラットフォーム上で管理。サプライヤ別排出原単位の信頼性を担保するために、英国NGOであるCDPの
グローバルデータも利用可能。CDPデータの使用許諾契約を持つのはグローバルでもNTTデータのみ

CDPデータの使用許諾契約

サプライヤ別排出原単位の信頼性を担保し、
総排出量配分方式を利用することでサプライ
チェーン全体の排出量可視化を行います

サステナビリティレポート

SHK制度開示データ

NTTデータ排出量情報調査チームが、各社のサ
ステナビリティレポートから一次情報を取得し
ています。また、SHK制度対応報告値を、環境
省協力の元、C-Turtleに移行しています

全ての企業に排出量算定を

社会全体で取り組むことができるよう、企業規
模が小さくツールの導入が困難な企業様にも
C-Turtleを広く提供します
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国際NGO CDPとの連携

価値観を共有できるとの考えの元、日本企業唯一のゴールド認定パートナー（グローバル）として活動しています

◼ 気候変動コンサルティング＆ソ
フトウェアゴールドパートナー

• 日本企業唯一のゴールド認定

• Climate Consultancy及び
Softwareの2カテゴリで認定

◼ 気候変動質問票にて最高評価
のAリスト企業に認定

• コーポレートサステナビリティにお
ける透明性とパフォーマンスのリー
ダーシップが評価

CDPゴールド認定ソリューションプロバイダー（ASP）
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C-Turtleを通じたCDPとの協業

当社がC-Turtleで目指している「総排出量配分方式の普及による一次データ活用の推進」が

CDPのビジョンである「情報開示を通じてアクションを起こす」につながるため

理念を共有できるとして2022年8月30日にCDPとの協業がスタートしました
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CDPサプライチェーンプログラム連携
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TNFD、FLAG等 開示要請の広がり

TNFD(The Taskforce on Nature-related Financial Disclosures）や

FLAG(Forest, Land and Agriculture)等、開示要請は広がりを見せています

グローバルのルール形成と平仄を合わせ、適切なタイミングで適切な開示を行うことが必要です



© 2025 NTT DATA Japan Corporation 32

企業間のつながりの構築 二次データから一次データの利用に

カーボンニュートラル時代のScope3排出量削減では、

排出原単位に一次データを利用することが必須となってきています

データベースの
業界平均値

排出量 活動量
二次データ
排出原単位

×=

従来のScope3削減の考え方

データ
ベース

算定企業の
内部データ

※GLIO等

排出量 活動量
二次データ
排出原単位

×=

削減取組
対象

サプライヤの
削減努力は

取り込めない

活動量をゼロに
しなければ排出
量はゼロになら

ない

生産効率の向上や、原材料の削減等による活動量の削減で、
排出量の「削減」は目指せるがゼロにするのは厳しい

カーボンニュートラル時代のScope3削減の考え方

一次データ
排出原単位

削減取組
対象

サプライヤの
削減努力を
取り込む

活動量削減とサ
プライヤの削減努
力の両方を取り

込む

2050年にカーボンニュートラルを目指すのであれば
各社の削減努力をつなぐ仕組みが必要

削減努力が反映さ
れた各社固有の値
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一次データ排出原単位の考え方 製品レベル算定と組織レベル算定

一次データ排出原単位には、「製品レベル算定」と「組織レベル算定」の２つがあります

参考： 経済産業省 第2回 サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルに向けたカーボンフットプリントの算定・検証等に関する検討会 みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成資料から

製品レベルのCO2データ算定 組織レベルのCO2データ算定

製品・サービス別に温室効果ガス排出量に関するライフサイクルインベ
ントリ分析を実施し、算定する。製品別カーボンフットプリント

組織としてのScope1・２・３データを納入先別に配分計算したもの

工程4 原料4

工程5 原料5

工程6 原料6

工程1 原料1

工程2 原料2

工程3 原料3

工程0 製品

製品ライフサイクルの主要プ
ロセスを洗い出し各プロセス

の排出量を合計する

Scope3上流

C1 C2 C3 C4 C8・・・
Scope1/2

X社への納品分を切り出して提供
納入先X向け製品の

CO2データ

※「C」はカテゴリー
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産業連関表ではなく、製品別カーボンフットプリント（CFP)を利用する

産業連関表を利用したScope3カテゴリー1/2の算定ではなく、製品別CFPを用いた算定に変更するには

図中緑囲いの排出原単位を、購入元のサプライヤに製品別CFPとして提出してもらう必要があります

活動量 排出原単位

調達量 排出原単位

調達金額 排出原単位

活動量を物量と置く場合

活動量を金額と置く場合

排出原単位は細かい単位で定義されており、購買実績から調達

を分類して各原単位に合わせて振り分けをする必要があります

産業連関表ベースの排出原単位（GLIO:2005年度）

No.
列

コード
部門名

物量ベースの
排出原単位

t-CO2eq/〇

金額ベースの排出原単位
t-CO2eq/百万円

生産者価格 購入者価格

222 322101 電子応用装置 0.414台 3.01 2.71

223 323101 電気計測器 - 2.74 2.53

224 324101 電球類 1.111千個 3.22 2.67

225 324102 電気照明器具 11.28千個 3.71 3.14

226 324103 電池 0.868千個 5.82 4.15

227 324109 その他の電気機械器具 - 5.56 5.03

228 325101 民生用エアコンディショナ 0.307台 4.12 3.43

229 325102 民生用電気機器（除エアコン） 0.1328台 3.85 3.15

230 331101 ビデオ機器 0.1231台 3.83 3.02

231 331102 電気音響機器 - 3.50 3.20

232 331103 ラジオ・テレビ受信機 0.499台 3.53 3.45

233 332101 有線電気通信機器 0.159台 3.29 2.81

234 332102 携帯電話機 0.1699台 3.32 2.50

235 332103 無線電気通信機器（除携帯電話機） - 3.42 3.12

236 332109 その他の電気通信機器 - 2.97 2.74

237 333101 パーソナルコンピュータ 0.452台 3.50 3.37
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一般的な排出量可視化における問題

業界の標準値・サービス平均（2次データ）を利用した排出量算定では

調達量（活動量）を減らす以外に排出量削減に取り組むことができません

品目と活動量

パソコン：10台

電池：2000個

変圧器：20台

0.452tCO₂e / 台

0.868tCO₂e / 千個

0.394tCO₂e / 台

4.52tCO₂e

1.736tCO₂e

7.88tCO₂e

排出原単位（GLIO等） 産業連関表ベース
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一般的な排出量可視化における問題

サプライヤから製品別CFP（1次データ）を取得すれば、サプライヤの排出量削減努力を取り込むことができますが

果たして、全ての企業が、全ての調達製品に対してこれを行うことができる日は来るのでしょうか？

品目と活動量 特定の製品ごと排出量

パソコン：10台

電池：2000個

変圧器：20台

tCO₂e / 千個
開示されないケースが多い

tCO₂e / 台
開示されないケースが多い

tCO₂e

tCO₂e

A社パソコン 型番10 5台

B社パソコン 型番20 5台

C社 電池

D社 電池

E社 変圧器

F社 変圧器

0.4tCO₂e/台 A社開示情報

0.5tCO₂e/台 B社開示情報

2.0tCO₂e

2.5tCO₂e

？

？

？

？

＝

＝

＝

×

×

×

→

→

→
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なぜ、GHG排出量を算定するのか？

可視化は削減のためです。過度なカーボンフットプリントの要求は果たして削減につながるのでしょうか

規制に対応するために算定する
（とても重要）

エンゲージメントによる
社会全体のネットゼロ達成への貢献

削減につながらない可視化
可視化のための可視化
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一次データ排出原単位の考え方 製品レベル算定と組織レベル算定

C-Turtleは総排出量配分方式により組織レベル算定の一次データをつなぎます

Scope1/2を省エネと再エネで削減する「カーボンニュートラル1丁目1番地の努力」をつなぐことが

社会全体にとって今必要なことだからです

参考： 経済産業省 第2回 サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルに向けたカーボンフットプリントの算定・検証等に関する検討会 みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成資料から

製品レベルのCO2データ算定 組織レベルのCO2データ算定

製品・サービス別に温室効果ガス排出量に関するライフサイクルインベ
ントリ分析を実施し、算定する。製品別カーボンフットプリント

組織としてのScope1・２・３データを納入先別に配分計算したもの

工程4 原料4

工程5 原料5

工程6 原料6

工程1 原料1

工程2 原料2

工程3 原料3

工程0 製品

製品ライフサイクルの主要プ
ロセスを洗い出し各プロセス

の排出量を合計する

Scope3上流

C1 C2 C3 C4 C8・・・
Scope1/2

X社への納品分を切り出して提供
納入先X向け製品の

CO2データ

※「C」はカテゴリー

総排出量配分方式対応 削減できるScope3
GHG排出量可視化プラットフォーム「C-Turtle」
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環境省 一次データ活用ガイドライン

環境省より2025年3月31日に公開された

「一次データを活用したサプライチェーン排出量算定ガイド 削減努力が反映されるScope3排出量算定」

において、一次データによるScope3排出量算定の推奨と、総排出量配分方式の紹介が行われています

2025年3月に【1次データを活用したサプライチェーン排出量算定ガイド―「削減努力が反映されるScope3排出量算定」へ-】を公表
国内のサプライチェーン排出量の算定に取り組む企業に、1 次データ活用の意義を広く理解していただくと共に、1 次データ活用の基本的な指針を示すために作成

排出量算定に関するガイドライン | グリーン・バリューチェーンプラットフォーム | 環境省

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/estimate_04.html
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/estimate_04.html
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/estimate_04.html
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/estimate_04.html
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/estimate_04.html
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GHGプロトコル上の総排出量配分方式に関する記載

「削減できないScope3課題」を解決するためには

GHGプロトコルに記述される「経済的要因による配分」を活用することが有効です

購入された製品の
市場価値（調達額）

生産された製品の
市場価値の合計

（サプライヤの売上高）

サプライヤの
総排出量

配分された
排出量 ＝ ×

報告企業による配分：報告企業は、サプライヤーから2種類のデータを入手する
ことで、サプライヤーの排出量を配分する。

1. サプライヤーの温室効果ガス排出量の総計データ（施設または事業単位レベ
ルなど）

2. 物理的要因（生産単位、質量、体積、またはその他の測定基準など）または経
済的要因（収益、支出など）に基づく、サプライヤーの総生産量に占める報告
企業の割合
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０３
脱炭素化の努力を社会全体でもっと共有するために

サプライチェーン全体のカーボン
ニュートラルを目指して



© 2025 NTT DATA Japan Corporation 42

なぜScope1/2/3排出量を算定するのか？

なぜ排出量を算定するのか、それは削減する為です

特に難しく見えるScope3ですが、自社の活動がサプライチェーン上流/下流にどのような影響を与えるかを考え、

関係する企業と共に行動を変えることで、社会全体がネットゼロに向かう、そのきっかけ作りのために存在します

Scope1

Scope2

• 算定を行った後、エネルギーの調達方法（再エネ）や利用方法（省エネ）を見直し、削減を行う

• 自社のエネルギー利用であるため、比較的正確な値を出すことができる

Scope３

• 自社の活動をどのように変化させれば、サプライチェーン全体の排出量が削減に向かうかを把
握し、自社活動を変化させ、影響力を発揮し、サプライヤエンゲージメントによる削減を行う

• 他社の排出量であるため、正確な算定は困難※

• 単に数値化することが目的ではなく、概要及び規模を把握し、削減に取り組むための指標とする
ことが重要※

• 数値の絶対値より、活動量のカバー率と、削減可能な算定方法（一次データ利用）が重要

※CDP「スコープ３排出量算定の考え方について」より引用
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1. 可視化は削減のため

• 「規制が強化されるから可視化しよう」ではありません

• 排出量可視化は「可視化のための可視化」ではなく「削減のための可視化」であるべきで、自
社の削減努力を適切な形で反映できる算定が必要です

• 自社に求められている社会的役割は何かを考えて、算定プロセスを設計しましょう

2.サプライヤエンゲージメント

• Scope3はみんなで協力して削減に向かうためのきっかけです。エンゲージメントを働かせ
ながら、他社の削減努力を取り込むことができる算定が必要です

3.過度の努力を強いない可視化

• 可視化に過度の労力を割くことより、削減が重要です

• 特にScope3については、網羅的に精度を要求せず、自社メンバ及びサプライヤが無理なく
対応できる算定プロセスが必要です

なぜ可視化するのか、どのように可視化するのか
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Green Innovation toward 2040

大規模需要家であるNTTグループは、社会全体のカーボンニュートラル実現に向けて貢献する責務があります

「NTT Green Innovation toward 2040」に基づき、2040年度までにScope3への拡大を目指します

サプライヤとの
更なる連携強化

お客さまの
脱炭素への貢献

製品製造時 等

お客さま利用時 等

2030年

温室効果ガス排出量80％削減
（2013年度比）

モバイル
（NTTドコモ）

データ
センター

カーボン
ニュートラル

2040年

カーボンニュートラル

Scope3への拡大
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NTTグループ一括導入
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サプライヤエンゲージメントによる削減

サプライチェーン排出量であるScope3を削減するには、サプライヤにお願いするしか方法がありません

サプライヤとともに可視化→削減アクションの取り組みを継続して続けられる関係を構築し

サプライヤエンゲージメントによる排出量削減を目指します

現状 取り組み開始後 目指す姿

可視化状態が一律不明であり、

サプライヤへのアクションが取れない状態

可視化状態が明らかになり、

サプライヤに合ったアクションが取れる状態

サプライヤの算定が進み、共に

削減アクションに取り組める状態

自社 自社自社

サプライヤの可視化有無が不明であり、

調達額×平均排出原単位で算定しているため

サプライヤエンゲージメントが発揮できない状態

サプライヤの可視化状態を把握し

サプライヤの状態に合わせてアクションが

取れる状態に持っていく

メインサプライヤの排出量が算定され

協働して削減アクションの取り組みができる

サプライヤ
A

サプライヤ
B

? ? ? ?

サプライヤ
A

サプライヤ
B

サプライヤ
A

サプライヤ
B

算定済み
算定見込

→算定推進
未算定

→算定推進
未算定

→算定推進

サプライヤ
A

サプライヤ
B

サプライヤ
A

サプライヤ
B

算定済 算定済 算定済 算定済

サプライヤ
A

サプライヤ
B

排出量をリンクさせサプライヤの削減努力を自社へ反映

サプライヤと協働して削減アクションに取り組んでいく

サプライ
ヤの削減
努力を自
社へ反映

算定が完了するまでは二次データ（セ
クター別平均）を利用して算定するが
並行して算定の働きかけを続ける
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サプライヤエンゲージメント

自社サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤサプライヤサプライヤ

サプライヤサプライヤサプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

Tier2Tier3Tier4Tier５ Tier1

可視化済

可視化済
削減開始
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サプライヤエンゲージメント

自社サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤサプライヤサプライヤ

サプライヤサプライヤサプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

Tier2Tier3Tier4Tier５ Tier1

可視化済

可視化済
削減開始
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サプライヤエンゲージメント

自社サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤサプライヤサプライヤ

サプライヤサプライヤサプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

Tier2Tier3Tier4Tier５ Tier1

可視化済

可視化済
削減開始
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サプライヤエンゲージメント

自社サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤサプライヤサプライヤ

サプライヤサプライヤサプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

Tier2Tier3Tier4Tier５ Tier1

可視化済

可視化済
削減開始

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ
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サプライヤエンゲージメント

自社サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤサプライヤサプライヤ

サプライヤサプライヤサプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

Tier2Tier3Tier4Tier５ Tier1

可視化済

可視化済
削減開始

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ

サプライヤ



© 2025 NTT DATA Japan Corporation 52

GHGプロトコル Scope3の各カテゴリ

Scope3は、算定するだけでは意味がありません

算定した後、どのような行動変容を行い、削減に向かっていくのか、その削減手段の検討と実行が重要です

Scope3のカテゴリ 概要 算定した企業に促したい行動変容の例

上流

1
購入した製品・サービ
ス

購入した製品、サービスの原材料等が製造さ
れるまでの活動に伴う排出

• サプライヤに働きかけ、排出量の算定と削減を促す

• 事業活動のグリーン化を推進しているサプライヤからの
優先的な調達 (サステナブル調達等) を実施する

• 製品開発により排出量の小さな素材/原材料に変更する

• 省エネ/再エネ設備導入等の排出削減プロジェクトをサプ
ライヤと共同で実施する

2 資本財 自社の資本財の建設、製造に伴う排出

3
燃料及びエネルギー
活動
(Sc1/2外）

調達している燃料・電力の上流工程における
排出

• （基本的にはScope1/2と同様の対応）

• 同業他社等を巻き込んだエネルギー事業者に対する働
きかけ

4 輸送、配送（上流）
物品の自社への物流＋自社が荷主の物流
(外部利用)

• そもそもの輸送量の削減（積載率の向上）

• 物流グリーン化を推進している物流事業者への優先発注

• 排出量の少ない鉄道貨物へのモーダルシフト

5 事業から出る廃棄物
自社で発生した廃棄物の輸送・処理に伴う排
出

• 廃棄物の量そのものの削減

• 廃棄時に使うエネルギーが少ない、もしくは、再生可能エ
ネルギーでの廃棄を行う事業者への発注
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サプライヤエンゲージメントによるScope3排出量削減の取り組み

C-Turtleは、直感的なUIを搭載し、EEGS連携や電力自動連携等、中小企業の算定容易化機能が豊富です

サプライヤと連携することで、Scope3の削減に取り組むことが可能となります

省エネ法・温対法・フロン法電子報告システム
（EEGS）

省エネ法等対象サプライヤ
（排出量が大きいサプライヤ）

電力利用によるスコープ２排出量を自動算定

算定作業に慣れていない企業様の
算定作業を大幅に簡略化！

省エネ法対応を同時に行うことで
排出量関連業務稼働を削減！

総排出量配分方式で繋がることで
削減できるスコープ3排出量算定を実現し

脱炭素化努力を共有できる社会に！

サプライヤ

サプライヤ
サプライヤ
の取引先

サプライヤ
の取引先
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SMC社によるサプライヤ無償提供

グローバル企業であるSMC社は、自社サプライヤの無償算定を推進しています

SMC株式会社

• 圧縮空気に関する製品（コンプレッサ、
アフタークーラー、ソレノイドバルブ
等）分野でのグローバルシェアトップ
メーカー

• 同社製品はあらゆる産業分野で使わ
れており、自動車、半導体、電機、工作
機械、ロボット、食品、医療、農業等多
岐にわたる

• 世界シェア36%、30か国に生産拠点
があり、80か国500拠点でサービス
を行っている。従業員数23000人

• グローバル含む全拠点でC-Turtleを
利用した排出量算定を実施
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サプライヤエンゲージメント事例紹介 NTTデータグループ

調達額上位約7割に該当するサプライヤ様に対し、事業特性を加味したエンゲージメント施策を実施しています

具体的には主要サプライヤ様向けの毎年の説明会やアンケートに加え、ワークショップや対話会等の実施です

また、独自指標で排出量可視化・削減の進捗を管理しながら、定期的な施策の見直しを行っています

参考 NTTデータサステナビリティレポート2024 ： sr2024db_all_jp.pdf

https://www.nttdata.com/global/ja/-/media/nttdataglobal-ja/files/sustainability/report/library/2024/sr2024db_all_jp.pdf?rev=a2efe094b3034ee0901d93a514166500
https://www.nttdata.com/global/ja/-/media/nttdataglobal-ja/files/sustainability/report/library/2024/sr2024db_all_jp.pdf?rev=a2efe094b3034ee0901d93a514166500
https://www.nttdata.com/global/ja/-/media/nttdataglobal-ja/files/sustainability/report/library/2024/sr2024db_all_jp.pdf?rev=a2efe094b3034ee0901d93a514166500
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サプライヤーエンゲージメント事例 森ビル株式会社様

森ビル株式会社様の「GHG排出量Scope3削減に向けての取り組み」をテーマに、サプライヤーエンゲージメント
の取り組み状況についてお話しいただきました

講演者
森ビル株式会社
都市開発本部 計画企画部 環境推進部

青山 みどり 氏

一次データによる排出量算定のメリット

Scope3削減に向けての取り組み

• Excelベースの算定から脱却し、グループ会社や各拠点の一元管
理・サプライヤ別排出原単位含む排出係数の更新作業がシステム化
され、工数削減と社内意識醸成を実現

• 事業拡大とともに増加するScope3排出量の算定方法から、総排
出量配分方式に切り替えることで、Scope3削減の構図が具体化

• 2024年5月に「脱炭素化に向けたアクションプラン」を公表

• 「サプライヤとの協業」をアクションプランに設定・サプライヤに排出
量算定及び開示を働きかけ、2030年には取引額の70%まで一次
データであるサプライヤ別排出原単位の取得を目標に決定

• 具体的な施策としては、サプライヤへのアンケートや個別ヒアリング
を実施し、GHG排出量の算定開示・CDP回答を推奨、開示済のサ
プライヤにはより削減の働きかけ

ウェビナーのアーカイブ動画視聴お申し込みは下記リンクよりお願いいたします。

森ビルグループが取組むGHG排出量Scope3削減〜サプライチェーン排出量の削減に向けて〜

https://www.nttdata.com/jp/ja/trends/event/archive/2024/122/
https://www.nttdata.com/jp/ja/trends/event/archive/2024/122/
https://www.nttdata.com/jp/ja/trends/event/archive/2024/122/
https://www.nttdata.com/jp/ja/trends/event/archive/2024/122/
https://www.nttdata.com/jp/ja/trends/event/archive/2024/122/
https://www.nttdata.com/jp/ja/trends/event/archive/2024/122/
https://www.nttdata.com/jp/ja/trends/event/archive/2024/122/
https://www.nttdata.com/jp/ja/trends/event/archive/2024/122/
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サプライヤーエンゲージメント事例 JR西日本グループ

JR西日本グループでは、Scope3排出量の正確な把握と削減を目指し、一次データによるスコープ３算定に移行

サプライヤーとともにサプライチェーン全体の環境負荷低減を目指し、取り組みを開始されています

一次データによる排出量算定

Scope3削減に向けての取り組み

• 二次データを用いた現行の算定ロジックではサプライヤへのエン
ゲージメントにつなげることができず、Scope3排出量を削減す
ることが不可能

• 一次データであるサプライヤ別排出原単位による算定ロジックに
切り替えることで、Scope3排出量を削減が可能な算定の仕組
みを構築

• 「JR西日本グループサプライチェーン方針」で掲げる排出量削減、
環境負荷低減方針に基づき、アンケート調査により取り組み状況
把握・モニタリングを実施

• 取引先企業の排出・開示状況の見える化が可能となったことか
ら、主要サプライヤを中心に、GHG排出量算定・開示の働きかけ
など、個別のコミュニケーションを通じたScope3削減の取り組
みを開始
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なぜ、GHG排出量を算定するのか？

どうせやるなら、さらに意味のある算定をやろうではないですか

規制に対応するために算定する
（とても重要）

エンゲージメントによる
社会全体のネットゼロ達成への貢献

削減につながらない可視化
可視化のための可視化
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C-Turtle、C-Turtle FEを通じたサプライチェーン排出量の削減

多くの業界は中小企業から大手のメーカーまで、非常に幅広なサプライチェーンが構築されていますが、
Tier３以降の企業に対しては算定企業からの可視化促進が進めにくいケースが多いです

C-Turtle
導入済の算定企業

貴社

B社

A社要
請

排出量算定・開示・削減
に関する働きかけ
（勉強会の実施等）

Tier1Tier2Tier3Tier4Tier5

通常、サプライチェーン下流企業のサプライヤエンゲージメントだけでは、Tier２への影響力発揮が限界です
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C-Turtle、C-Turtle FEを通じたサプライチェーン排出量の削減

算定企業からは可視化促進が進めにくいTier3以降の中小企業にも金融機関から算定・開示要請することで可視化が進みます
さらにサステナビリティリンクファイナンスが拡大されると、中小企業のSc1/2の削減につながり、Sc3削減が進みます

金融機関を含めた産業全体での可視化・削減が促進される

C-Turtle
導入済の算定企業

貴社

B社

A社

C-Turtle
導入済の金融機関

銀行B

銀行A
要
請

排出量算定・開示・削減
に関する働きかけ
（勉強会の実施等）

排出量算定・開示
に関する働きかけ
＋投融資による
Sc1/2の削減

Tier1Tier2Tier3Tier4Tier5

要
請
＋
投
融
資

サプライヤ企業に中小企業が多い場合、算定等の働きかけを行いにくい場合もあります

ここに、金融機関からの働きかけも加わることで、可視化・削減がより促進されます
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04
脱炭素化の努力を社会全体でもっと共有するために

C-Turtle/C-Turtle FEによる

金融機関の地域脱炭素への取り組み
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Scope3 ｜ 自社以外で排出される温室効果ガス

Scope3のカテゴリ 概要

1 購入した製品・サービス 購入した製品、サービスの原材料、部品、容器、包装などが製造されるまでの活動に伴う排出

2 資本財 自社の資本財の建設、製造に伴う排出

3 Scope1,2に含まれない燃料及びエネルギー活動 調達している燃料・電力の上流工程における排出

4 輸送、配送（上流） サプライヤから自社への物流に伴う排出

5 事業から出る廃棄物 自社で発生した廃棄物の輸送・処理に伴う排出

6 出張 従業員の出張に伴う排出

7 雇用者の通勤 従業員が通勤する際の移動に伴う排出

8 リース資産（上流） 自社が賃借しているリース資産の操業に伴う排出

9 輸送、配送（下流） 自社が販売した製品の最終消費者までの物流に伴う排出

10 販売した製品の加工 事業者による中間製品の加工に伴う排出

11 販売した製品の使用 使用者（消費者・事業者）による製品の使用に伴う排出

12 販売した製品の廃棄 使用者（消費者・事業者）による製品の廃棄物の処置に伴う排出

13 リース資産（下流） 自社が賃貸事業者として所有し、他社に賃貸しているリース資産の運用に伴う排出

14 フランチャイズ フランチャイズ加盟店における排出

15 投資 投資先プロジェクトに伴う排出

活動量 排出原単位
カテゴリ毎に計算式が異なるが、

計算方式は基本的に同様の算定式で計算
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Scope3 カテゴリ15：投資先プロジェクトに伴う排出

Scope3カテゴリ15は、投資（株式投資、債券投資、プロジェクトファイナンスなど）の運用に関する

排出量が対象となります

株式投資

株式投資先のCO2排出量
(t-CO2)

株式保有の割合 
(%)

債権投資

債権投資先のCO2排出量
(t-CO2)

投資先の総資本に対する割合
(%)

プロジェクトファイナンス

プロジェクトのCO2排出量
(t-CO2)

プロジェクト出資額の割合
(%)

対象となる投資

【株式投資】

• 財務支配力を持っている場合

• 財務支配力を持っていないが、影響力がある
場合

• パートナー会社が共同財務支配力を持ってい
る場合

• 子会社、 グループ会社への株式投資

【 債権投資 】

• 自社のポートフォリオに保有している社債

【プロジェクトファイナンス】

• 投資者としての長期融資
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「PCAFスタンダード」対応 GHG排出量可視化プラットフォーム C-Turtle® FE

• IFRS S2準拠（GHGプロトコル＆PCAFスタンダード対応）

• 一次データ活用で「削減可能なファイナンスドエミッション」

• C-Turtleの完全上位互換機能で、高度な自行算定も実現

■社会全体のネットゼロ達成に寄与するファイナンスドエミッション算定を金融機関様にご提供
• C-Turtle FEはC-Turtleの完全上位互換であり、総排出量配分方式を始めとするC-Turtleの全ての機能を自行の排出量算定に利用可能

• PCAFスタンダードに適合したScope3カテゴリー15算定が可能。C-Turtleは、CDPデータを始めとした多くの実排出量データを保持して
おり、高いデータクオリティでファイナンスドエミッションを算定することができるため、社会全体のネットゼロ達成に向け、金融機関が求められ
ている役割を果たすことが可能

CDPデータの使用許諾契約

サステナビリティレポート

SHK制度開示データ

CDPデータを始めとする、C-Turtleが独自で
持つ豊富な一次データで、データクオリティの
高いファイナンスドエミッション算定を行います

PCAFスタンダード準拠

業種コード紐づけ不要

PCAFスタンダードと環境省の最新ガイダンス
に沿ってファイナンスドエミッションを自動計算。
業種コード紐づけ不要で大幅に業務を効率化

ビジネスマッチングに加え

配り放題プランを用意

社会全体で取り組むことができるよう、年商
50億円未満の取引様向けの完全無料プランを
用意



© 2025 NTT DATA Japan Corporation 65

C-Turtleとの連携で地域全体のネットゼロを推進

C-Turtleは、直感的なUIを搭載し、EEGS連携や電力自動連携等、中小企業の算定容易化機能が豊富です

加えて、問い合わせ対応も不要となり、排出量データを自動的に自行のFE算定に利用することが可能です

投融資先とC-Turtleで繋がることで、真に意味のあるFE算定と、投融資先全体のネットゼロ達成に貢献します

省エネ法・温対法・フロン法電子報告システム
（EEGS）

省エネ法等対象の投融資先
（排出量が大きい投融資先）

電力利用によるスコープ２排出量を自動算定

算定作業に慣れていない企業様の
算定作業を大幅に簡略化！

省エネ法対応を同時に行うことで
排出量関連業務稼働を削減！

総排出量配分方式で繋がることで
削減できるスコープ3排出量算定を実現し

脱炭素化努力を共有できる社会に！

投融資先の算定が進めば
データクオリティが向上

独自ツールを配ると発生す
る問い合わせはC-Turtle
コールセンタで対応可能

C-Turtleで登録された排
出量データは、自動的に自
行のFE算定に利用可能

C-Turtle販売のパートナー
契約締結も可能

投融資先企業

投融資先企業
投融資先企業

の取引先
投融資先企業

の取引先
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なぜ、GHG排出量を算定するのか？

どうせやるなら、さらに意味のある算定をやろうではないですか

規制に対応するために算定する
（とても重要）

エンゲージメントによる
社会全体のネットゼロ達成への貢献

削減につながらない可視化
可視化のための可視化
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05
脱炭素化の努力を社会全体でもっと
共有するために
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日本国内の排出量から考える業種間の繋がり

2023年の日本全体排出量の10億7100万トンは、サプライチェーンで配分すると以下の関係※１です

サプライチェーンの関係を紐解き、削減アクションを起こすためには何が必要でしょうか

素材産業（上流） 加工・組立（中流） 最終組立・販売・建設・通信等（下流）

サプライチェーン全体を支える物流・交通・卸・小売・廃棄物等

2億800万トン

転換部門 8000万トン

農林水産（メタン等） 5300万トン

宿泊飲食、教育・医療、その他

9500万トン

最終消費者

2億800万トン
（家庭&自家用車）

※１ 国立環境研究所「日本国温室効果ガスインベントリ報告書2025年」からNTTデータ計算

1億1000万トン2億8000万トン

• 鉄鋼、化学、製紙、セメントの素
材産業で大企業も多い

• 排出量が多く、削減努力を可視
化し、他の企業に公開する仕組
みを確立する事が必要

• 加工/中間組立の企業。多くの企
業が存在し、大企業もあるが、中
小企業も多く、可視化と削減の
手段はまだ考えられていない

• 自動車等の最終製品組立、建設、通信業には大企業
も多い

• 調達量が多く、自社の排出量よりサプライチェーン
上の自社より上流の活動における排出の削減が必
要である企業群

赤字の排出量を合計すると7億4600万トン

ラストワンマイル物流企業は大企業も多く可視化も進みつつあるが、サプライチェーンを繋いでいるBtoB物流（企業間物流）のプレ
イヤーは圧倒的に中小企業が多く、可視化と削減の手段はまだ考えられていない

冷蔵/空調機器フロン 3700万トン
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日本国内の排出量から考える業種間の繋がり

2023年の日本全体排出量の10億7100万トンは、サプライチェーンで配分すると以下の関係※１です

サプライチェーンの関係を紐解き、削減アクションを起こすためには何が必要でしょうか

素材産業（上流） 加工・組立（中流） 最終組立・販売・建設・通信等（下流）

サプライチェーン全体を支える物流・交通・卸・小売・廃棄物等

2億800万トン

転換部門 8000万トン

農林水産（メタン等） 5300万トン

宿泊飲食、教育・医療、その他

9500万トン

最終消費者

2億800万トン
（家庭&自家用車）

※１ 国立環境研究所「日本国温室効果ガスインベントリ報告書2025年」からNTTデータ計算

1億1000万トン2億8000万トン

• 鉄鋼、化学、製紙、セメントの素
材産業で大企業も多い

• 排出量が多く、削減努力を可視
化し、他の企業に公開する仕組
みを確立する事が必要

• 加工/中間組立の企業。多くの企
業が存在し、大企業もあるが、中
小企業も多く、可視化と削減の
手段はまだ考えられていない

• 自動車等の最終製品組立、建設、通信業には大企業
も多い

• 調達量が多く、自社の排出量よりサプライチェーン
上の自社より上流の活動における排出の削減が必
要である企業群

赤字の排出量を合計すると7億4600万トン

ラストワンマイル物流企業は大企業も多く可視化も進みつつあるが、サプライチェーンを繋いでいるBtoB物流（企業間物流）のプレ
イヤーは圧倒的に中小企業が多く、可視化と削減の手段はまだ考えられていない

冷蔵/空調機器フロン 3700万トン

多排出産業が取り組むだ
けでは目標達成できない
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中堅・中小企業による排出量削減の取り組み

社会全体のネットゼロ達成には、大企業だけではなく、中堅・中小企業による排出量削減の取り組みも必要です

※2022年5月13日 産業技術環境局・資源エネルギー庁 クリーンエネルギー戦略 中間整理

脱炭素化に向けた取組の意義・メリット

ランニングコストの削減

資金調達手段の獲得

製品や企業の競争力向上
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社会全体の排出量をどのように可視化し、削減アクションにつなげていくか？

なぜ可視化するのか、それは削減するためです。サプライチェーンで繋がっている企業が、

それぞれの企業体力に見合った役割を果たし、削減アクションにつながる可視化を行っていくことが重要です 

素材産業（上流） 加工・組立（中流） 最終組立・販売・建設・通信等（下流）

サプライチェーン全体を支える物流・交通・卸・小売・廃棄物等

2億800万トン

転換部門 8000万トン

農林水産（メタン等） 5300万トン

宿泊飲食、教育・医療、その他

9500万トン

最終消費者

2億800万トン
（家庭&自家用車）

※１ 国立環境研究所「日本国温室効果ガスインベントリ報告書2025年」からNTTデータ計算

1億1000万トン2億8000万トン

冷蔵/空調機器フロン 3700万トン

• 川上の素材企業は企業全体の
排出量＆製品別カーボンフット
プリントの「ハイブリッド型算定
方式」を採用することで削減ア
クションによる製品の競争力
強化を実現

• 中小企業の可視化と削減が必要

• カテゴリー1・2を削減すべきサ
プライチェーン下流の大手企業
や、Financed Emissionを削
減すべき金融機関からの可視化
と削減の働きかけが重要

• 下流の大企業は、自社の上流サプライチェーン可視

化の責任を意識した「総排出量配分方式」による

サプライチェーン排出量可視化」により、サプライ
ヤエンゲージメントによる削減を実施する

「総排出量配分方式」で物流の排出量を可視化。再エネEV化での削減促進に貢献しながら
荷主協力により総輸送量を削減し、物流クライシスも回避
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日本国内の排出量から考える業種間の繋がり

2023年の日本全体排出量の10億7100万トンは、サプライチェーンで配分すると以下の関係※１です

サプライチェーンの関係を紐解き、削減アクションを起こすためには何が必要でしょうか

素材産業（上流） 加工・組立（中流） 最終組立・販売・建設・通信等（下流）

サプライチェーン全体を支える物流・交通・卸・小売・廃棄物等

2億800万トン

転換部門 8000万トン

農林水産（メタン等） 5300万トン

宿泊飲食、教育・医療、その他

9500万トン

最終消費者

2億800万トン
（家庭&自家用車）

※１ 国立環境研究所「日本国温室効果ガスインベントリ報告書2025年」からNTTデータ計算

1億1000万トン2億8000万トン

• 鉄鋼、化学、製紙、セメントの素
材産業で大企業も多い

• 排出量が多く、削減努力を可視
化し、他の企業に公開する仕組
みを確立する事が必要

• 加工/中間組立の企業。多くの企
業が存在し、大企業もあるが、中
小企業も多く、可視化と削減の
手段はまだ考えられていない

• 自動車等の最終製品組立、建設、通信業には大企業
も多い

• 調達量が多く、自社の排出量よりサプライチェーン
上の自社より上流の活動における排出の削減が必
要である企業群

赤字の排出量を合計すると7億4600万トン

ラストワンマイル物流企業は大企業も多く可視化も進みつつあるが、サプライチェーンを繋いでいるBtoB物流（企業間物流）のプレ
イヤーは圧倒的に中小企業が多く、可視化と削減の手段はまだ考えられていない

冷蔵/空調機器フロン 3700万トン

そうは言っても多い
下流企業のエンボディ
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総排出量配分方式の先にある解像度の高い可視化

総排出量配分方式は、一次データ活用の入口です

過剰な手間は今後も回避すべきですが、効率よく解像度を上げていくことも重要です

事業別排出量可視化への対応

エンボディとサプライチェーンエネルギー起源CO2の分離
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NTT DATA Sustainability Report 2025

NTTデータグループの主要事業においては、DC（データセンター）事業とDC事業以外の炭素強度が異なります

２０２５年のサステナビリティレポートより、炭素強度が異なる事業別に売上比率排出原単位を開示しています

https://www.nttdata.com/global/ja/about-us/sustainability/report/

DC事業とDC事業以外を
分解して開示

売上比率排出原単位を
事業別に開示
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「脱炭素化の努力をもっと共有するために」とは？

自社のエネルギー利用であるScope1/2はそれぞれが測り、それぞれが努力すれば良いが、

サプライチェーン排出量であるScope3排出量は各社がそれぞれ算定しているだけでは役に立ちません

本来の意図通り、各社のScope3排出量を繋ぎ、算定に意味を持たせ、社会全体のネットゼロ達成に寄与します

50万
t-Co2

100万
t-Co2

5万
t-Co2

60万
t-Co2

23万
t-Co2

90万
t-Co2

現在行われているScope3排出量計算

各社が環境省が開示したガイドラインに従い
産業連関表/IDEA等の排出源データベースを活用し算定

算定しても減らす方法がなく、
何のためにやっているのかわからなくなってきている

（SBTi報告とかどうやってやればいいの？？？）

-１０万
t-Co2

-15万
t-Co2

-2万
t-Co2

-20万
t-Co2

-20万
t-Co2

-20万
t-Co2

NTTデータが目指すScope3算定の世界観

Scope3の算定の際、サプライチェーンで繋がっている
企業の値を活用し、他社の削減努力を自社の算定に取り込む

Scope3は、企業同士が削減要請をし合い、削減努力を褒め合う
環境を作り社会全体でネットゼロに向かうきっかけであり

繋がっていない計算はそもそも「意味がない」

どうせやるなら
意味のあることを

したいよね
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C-Turtle 「脱炭素化の努力を社会全体でもっと共有するために」

C-Turtleブランドは、削減努力をつなぐことで、各企業が「可視化→削減→価値訴求」のサイクルを回し、

積極的に削減に取り組むことができる社会の仕組みづくりを行うことで、社会全体のネットゼロ達成に貢献します

製品・サービス別の排出量可視化

製品別CFPによるScope３算定を組み合わせた
ハイブリッド型算定方式に対応

企業全体の排出量可視化

総排出量配分方式対応 削減できるScope3
GHG排出量可視化プラットフォーム「C-Turtle」

金融機関の投融資先GHG排出量算定サービス
PCAFスタンダード対応 C-Turtle FE

企業価値

製品価値

可視化

削減

価値訴求
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ご不明な点がございましたら、お気軽にご連絡くださいませ。
【お問い合わせ先】 株式会社NTTデータ コンサルティング事業本部

サステナビリティサービス＆ストラテジー推進室 C-Turtle担当

E-mail：mis-mfg3-green@kits.nttdata.co.jp

以下からサイトへの遷移が可能です。

C-Turtle®サービスサイトはこちら

mailto:mis-mfg3-green@kits.nttdata.co.jp
mailto:mis-mfg3-green@kits.nttdata.co.jp
mailto:mis-mfg3-green@kits.nttdata.co.jp
mailto:mis-mfg3-green@kits.nttdata.co.jp
mailto:mis-mfg3-green@kits.nttdata.co.jp




JR西日本グループのC-Turtleおよび
CDPサプライチェーンプログラムの活用戦略

西日本旅客鉄道株式会社 
経営戦略部 サステナビリティ経営推進室

後藤 さやか



JR西日本の地球環境の取り組み

環境基本方針、ゼロカーボン2050

2

１
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地球環境の取り組み 基本方針 3

社会インフラを担う企業グループとして、地球環
境保護の取り組みを通じ事業活動の基盤である
社会の持続可能性を高めることに貢献します。

地球温暖化防止・気候変動対策

自然との共生（生物多様性、水資源の保護等）

循環型社会構築への貢献

基
本
指
針

取
り
組
み
の
柱

JR西日本グループ環境基本方針

基盤 グループ一人ひとりの考動エコ
着実な環境マネジメントの推進

環境長期目標 「JR西日本グループゼロカーボン2050」

鉄道を中心に環境優位性を磨き上げ、人と地球にやさしい交通・暮らしを促進

2050年のカーボンニュートラル達成に向け、グループ
全体のCO2排出量を2013年度比で2030年度に
▲50％削減
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JR西日本グループ CO2排出量の特徴 4

鉄道運行（新幹線・在来線）の電力使用に伴うScope２の占める割合が大きい

新たな中間目標を設定
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◆再生可能エネルギー活用の推進
・列車運転用電力への再生可能エネルギー由来電力
の導入を推進
・太陽光発電に加え、水力発電や風力発電など手段の
多様化

地球温暖化防止・気候変動対策の取り組み 5

提供 北陸電力(株)

2024年度
長期走行試験新幹線

(山陽＋北陸)
13%

11%

17%

15%

前回
(2024.5)

進捗

大阪環状線
JRゆめ咲線 100% 100%

在来線

◆次世代バイオディーゼル燃料の導入
・「鉄道車両におけるバイオディーゼル燃料の導入に向
けた技術開発（国土交通省）」に参画
・2025年11月10日から岡山エリアに導入

2025年度
岡山エリア導入



本資料の著作権は西日本旅客鉄道株式会社が保有します。弊社の許諾なく本資料の一部、もしくは全部の複製、転載、撮影等を行うことを禁止します。

社会全体の脱炭素化に向けた取り組み 6

➢ 鉄道は他の交通機関と比較し、CO2の排出量が少ない特長があり、モーダルシフトを推進することで社会全体の

  脱炭素化に大きく貢献

➢ JRグループ、日本民営鉄道協会、日本地下鉄協会において、共通ロゴ・スローガンで鉄道の環境優位性を

業界一体でPR中（11/24より順次 第２弾ビジュアルを各地の駅・車内等で掲出開始）
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社会全体の脱炭素化に向けた取り組み 7

◆CO2排出量実質ゼロ化サービス「GreenEX」
・東海道・山陽・九州新幹線で提供中
・再エネ由来のCO2フリー電気を供給し
  移動に伴うCO2排出量を実質ゼロ化

◆e5489「地域共生カーボンオフセットプログラム」
・企業の事業地域由来のカーボンクレジットを調達
・鉄道での出張に伴うCO2排出量をオフセット
・2025年１月から㈱村田製作所様と協働開始

＜導入企業様＞ 2025年10月時点：32社

※入会企業様（一部）

➢ 2024年度より順次、法人向けに各企業の脱炭素化に資するソリューションも提供中



C-Turtle＋CDPサプライチェーン
プログラムの活用
Scope3算定とサプライヤーエンゲージメント

8

２
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JR西日本グループ CO2排出量の特徴 9

Scope３においては、カテゴリ１・２が全体の80％以上を占める

Scope３（グループ全体※）の内訳

カテゴリー1 購入商品とサービス

カテゴリー2 資本財

カテゴリー3 スコープ1,2に含まれない燃料・エネルギー関連活動

カテゴリー4 輸送・配送（上流）

カテゴリー5 事業所で発生した廃棄物

カテゴリー6 出張

カテゴリー7 従業員の通勤

カテゴリー８ リース資産（上流）

カテゴリー11 販売した製品の使用

カテゴリー12 販売した製品の廃棄 ※5

カテゴリー13 リース資産（下流）

カテゴリー15 投資

75％
８％

※全ての連結子会社
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Before：これまでの算定

決算額（科目別）×産業連関表に基づく原単位※１
※１ 業界の標準値・サービス平均（2次データ）を利用した排出係数

【課題】
• 「平均」であったため、当社の取引先が排出量を削減しても当社のScope３は業界全体に依存する
• Scope3を減らすためには主に取引額を減らすしかない

After：これからの算定（C-Turtle導入後）

取引先毎の取引額×サプライヤ別原単位※２ （総排出量配分方式）

※2 各社の開示情報から算出した取引先別の排出係数（取引先の総排出量を売上高で除した係数）

【変更後のメリット】
• 取引先別の排出係数となるため、取引先がGHG排出量を削減することにより、当社のScope3排出量も連動して削減可能
【導入後の課題】
• 取引先別の排出係数を把握するためには、各社がGHG排出量を情報開示する必要
（開示方法例）①CDPへの回答、②統合報告書等での開示、③C-Turtle使用 等

➢ Scope3は、2021年度データより開示開始

➢ 202３年度データからは、本体・グループ会社ともC-Turtleを用い、サプライヤ毎の取引額・排出原単位を用い
たより精緻な算定に着手（2024年度実績の開示から、公表値もC-Turtleによる算定量）

10これまでの算定とこれからの算定について（Scope3）
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エンゲージメント１ 取引額上位の取引先様に対し、個別訪問やサプライ
ヤー説明会を実施

CDPでの回答要請２ CDPサプライチェーンプログラムにより、取引額上位
の取引先様に対して、回答要請

取引先様が
CDPで回答

３ サプライチェーンプログラムを活用し、
適宜回答リマインド、取引先様がCDPを通じ回答

C-turtleへの反映４ Scope３のデータ算定時に、CDPでの回答が反映さ
れ、サプライヤー別原単位による算定が可能に

①～④を繰り返すことで、より精度の高い算定を実現
さらに、サプライヤーエンゲージメントによる削減も実施可能に

11C-Turtle＋CDPサプライチェーンプログラムの活用
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サプライヤーエンゲージメントの実施状況と今後の課題

01 取引額上位の取引先様へのサプライヤー説明会の実施（単体のみ）

➢ CDPの回答開始前までにオンラインで実施
➢ 当社グループの地球環境の取り組みをお伝えし、CDP等での回答を依頼

02 グループ主要取引先様へのサプライチェーンアンケートの実施（G含む）

➢ CDPの回答時期と並行してアンケート依頼（サステナビリティ全般）
➢ 各社の地球環境の取り組みの状況、情報開示の状況を把握

03 主要取引先様への個別訪問の実施（単体のみ）

➢ CDPの回答内容とサプライチェーンアンケートの結果をもとに訪問先選定
➢ 当社グループの地球環境の取り組みをお伝えし、各社の困りごとをヒアリング

グループ一体となったサプライヤーエンゲージメントに課題
今後サプライヤーエンゲージメントの目標設定も検討
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第三者保証の取得事例のご紹介

Scope３データの算定と第三者保証

13

３



本資料の著作権は西日本旅客鉄道株式会社が保有します。弊社の許諾なく本資料の一部、もしくは全部の複製、転載、撮影等を行うことを禁止します。

第三者保証の取得について（Scope3）

➢ JR西日本グループは、2024年度のScope3データからC-Turtleを使用した算定データを公表
➢ 第三者保証については、Scope1～３までのデータを任意で取得済

■第三者保証取得にあたっての留意点 （保証の際のやり取りを経験して感じていること）

• 保証会社との事前のコミュニケーションは綿密に実施する

→システムを使用した算定に変わる旨は前広に共有

• Scope3各カテゴリにおける算定の考え方を明確にする

→当社の場合、各カテゴリの算定の考え方について、当社独自のマニュアルを作成

→当社グループ社員がデータ登録する際に参考にしたほか、保証会社へも共有し説明に使用

• 各社の一次データについて、原単位の算出根拠を明らかにする

→Scope3カテゴリ１，２については各社ごとの一次データとなるサプライヤ別原単位を使用した
ため、これらのデータがどこからどういう流れで算出されたのかを説明

※あくまで当社の保証会社とのやり取りに基づく所感のため、保証会社によっては上記内容とは異なる可能性があります

14



4. Q&A
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13



中小企業のサプライヤーの皆さんにとって、ＣＤＰへの
回答はハードルが高いように感じてしまいます。

また回答を促すための説明会も負担に感じますが、ど
のように対応し、サプライヤーの意欲を高めることがで
きますか。

14

Q1



エンゲージメントの範囲設定について、
全体の何割のサプライヤーを対象としていますか。また
その選別基準は何でしょうか（排出量や取引金額など）。
まずはできる範囲から実施していくとした場合、範囲設
定について何かアドバイスがありますか。
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Q2



サプライヤーの立場として、顧客がどのようにデータ活
用されているか、その後の対応(サプライヤー選別する
のか、削減要請など)に関心があります。 
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Q3



①予算のやりくり②人手不足③本来業務ひっ迫④評価
項目に環境要素が入っていないなどいろんな要因で環
境対応が出遅れているサプライヤーに対してはどのよ
うに接するべきかと悩み続けています。
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Q4



日本国内のCDP認定パートナー

Q５ C-Turtleに加え、他のシステムとの連携はありますか
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270以上のサプライチェーンメンバーからなる強
力なネットワークに参加し、CDPを活用してサプ
ライチェーンリスクを管理し、機会を創出し、より
効率的な調達戦略を推進しましょう

サプライチェーンの透明性と
レジリエンスを推進するビジ
ネスリーダーのグローバルネ
ットワークの一員になってく
ださい



サプライヤーエンゲージメントウェビナーページはこちら

サプライチェーン・メンバーシップに関するお問い合わせ
relationship.japan@cdp.net

CDPニュースレター配信登録

HPからもご登録いただけます

https://cdp.net/ja/events/japan-supplier-engagement-webinars-2025
mailto:relationship.japan@cdp.net
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